
令和５年度 障害者差別解消研修
（合理的配慮の提供・情報アクセシビリティ）

（令和５年１０月３０日 ９:３０～１４:４５頃）＜オンライン開催＞

目的

○障害者差別解消法（改正法）は来年４月に施行され、事業者において
は合理的配慮の提供が義務化となる。事業者における体制・環境整
備や国・地方公共団体における相談対応等を行う必要があるところ、
多面的な観点で、合理的配慮に関する理解を深める。

○障害者を包摂したサステナブルビジネスの展開が求められる中、
情報アクセシビリティの向上に係る知見を深める。

受講
対象者

・経済産業省職員（特に業所管課室）・自治体職員

・企業・業界団体等のサステナブルビジネスの施策担当者、
障害者相談窓口担当者、CSR担当者など

研修
内容

＜午前の部 障害者差別解消法に係る合理的配慮の提供＞
・障害者差別解消法の改正等について【内閣府】
・経済産業省所管事業者向けの対応指針改正【経済産業省】
・合理的配慮に係る事業者のベストプラクティス【日本ショッピングセンター協会】
・障害者を含めた包摂的社会実現について【NPO法人DPI日本会議】
・合理的配慮のケーススタディ【経済産業省】

＜午後の部 情報アクセシビリティの確保＞
・共生社会とアクセシブルデザインについて【共用品推進機構】
・情報アクセシビリティに関する国内外の先進事例【野村総合研究所】
・事業者における取組事例（SureTalkについて）【ソフトバンク株式会社】

担当 経済産業政策局経済社会政策室 青柳・芳賀
（連絡先）03-3501-0650

●合理的配慮
日常生活では、障害のない人には簡単に利用できた
としても、障害のある人には利用が難しい場面があります。
このような場合に、障害のある人の活動などを制限して
いるバリアを取り除く必要があります。
障害者差別解消法では、行政機関や事業者に対して、
障害のある人に対する合理的配慮の提供を求めています。

！来年の合理的配慮の提供の義務化に備え
合理的配慮や建設的対話について学びましょう！ （出典）内閣府合理的配慮リーフレット


	スライド 0
	スライド 1



